（様式１）
犯罪被害者等への多機関連携支援に係る啓発資材（動画・チラシ）
作成業務委託　企画提案参加申込書
令和８年　　月　　日　

　愛媛県知事　　中村　時広　様

　愛媛県が発注する標記業務の委託に係る提案募集に参加したいので、申し込みます。
	郵便番号
	

	所在地
	

	（ふりがな）
事業者名
	

	
	

	（ふりがな）
代表者職・氏名
	

	
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	

	（ふりがな）
担当者職･氏名
	

	
	


令和８年５月22日（金）17時　必着
（様式２）
誓　　約　　書
令和８年　　月　　日
愛媛県知事　中村　時広　様

所在地
商号又は名称
代表者氏名
　下記の犯罪被害者等への多機関連携支援に係る啓発資材（動画・チラシ）作成業務委託企画提案参加者の資格要件については、事実と相違ないことを誓約します。
記

（１）業務遂行にあたり、十分な能力を有する者であること。

（２）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。

（３）企画提案書の受付期間中に、県から入札参加資格停止を受けていない者であること。

（４）企画提案書の受付期間中に、会社更生法に基づく更生手続き開始の申し立て、民事再生法に基づく民事再生手続き開始の申し立て及び破産法に基づく破産手続き開始の申し立てがなされていない者であること。

（５）令和８～10年度愛媛県製造の請負等に係る競争入札参加資格者名簿に登録されていること。または、契約締結までに登録される見込みである者であること。
（６）提案書の提出期限の日前６月間において、振り出した手形又は小切手が不渡りとなり、銀行当座取引を停止されていない者であること。

（７）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２項に規定する暴力団及びその利益となる活動を行う者でないこと。

（８）愛媛県内に本社、支社又は営業所を有する者であること。

（９）国や地方自治体、大学法人からの事業受託実績を有する者であること。
（10）その他、県との協議に柔軟、真摯に対応できる者であること。
（様式３）
犯罪被害者等への多機関連携支援に係る啓発資材（動画・チラシ）
作成業務委託　質問書

令和８年　　月　　日　

愛媛県県民環境部県民生活局県民生活課
消費・くらし安全安心Ｇ　あて

	事業者名
	

	担当者の
部署･職･氏名
	

	連絡先
	ＴＥＬ：（　　　）　　　-

	
	Ｅ-mail：

	質問事項
	


（様式４）
犯罪被害者等への多機関連携支援に係る啓発資材（動画・チラシ）
作成業務委託　企画提案書
令和８年　　月　　日　
　愛媛県知事　中村 時広　様

所在地
商号又は名称
代表者職氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　

　犯罪被害者等への多機関連携支援に係る啓発資材（動画・チラシ）作成業務委託に係る企画提案関係書類を下記のとおり提出します。
記
　１　企画提案書（Ａ４判・カラー刷り）　　　
　２　必要経費見積書（Ａ４判）　　　　　　　各８部
　３　会社概要（既存のもので可）　　　　　　
　４　実績調書　　　　　　　　　　　　　　　
	担当者の連絡先

	所属
	

	職・氏名
	

	住所
	

	電話
	

	ＦＡＸ
	

	Ｅ-mail
	


（様式５）
取り下げ願い書
令和８年　　月　　日
愛媛県知事　中村　時広　様
所在地
商号又は名称
代表者職氏名

　犯罪被害者等への多機関連携支援に係る啓発資材（動画・チラシ）作成業務委託の企画提案への参加を表明していましたが、都合により取り下げいたします。


